
居宅介護支援事業重要事項説明書
1.当事業所の法人概要について
法人格・名称 株式会社　スマイルライフ
所在地 小野市天神町８０－８２８
連絡先 【電話】０７９４－６２－７８８９

【FAX】同上
代表者（役職・氏名） 代表取締役　小林晃一朗
設立年月日 平成２３年２月２日設立　
事業内容 訪問看護・介護予防訪問看護、通所介護・予防通所介護、居宅介護支援

2．お客様に居宅介護支援サービスを担当する事業所について
事業者名 ケアプランセンター　スマイルライフ
所在地 小野市片山町１４７５－１
連絡先 【電話】　　　０７９４－６３－２７００

【FAX】　     ０７９４－６３－２７０１　
管理者氏名 神山　多佳子
営業日

営業時間

月曜日から金曜日までとする。（祝日営業）
※ただし１２月３０日から１月３日までを除く
８：３０～１７：３０
※ただし、緊急時等は 24 時間対応可能な体制を整える。

事業指定番号 2871900722
事業開始時期 平成２８年４月１日
サービスを提供す
る実施地域

小野市

事業の目的 要介護者等からの相談に応じ、また要介護者がその心身の状況や置かれている環境等
に応じて、本人やその家族の意向等を基に、居宅サービス又は施設サービスを適切に利
用できるよう、サービスの種類内容等の計画を作成するとともに、サービスの提供が確
保されるよう指定居宅サービス事業者、介護保険施 設等との連絡調整その他の便宜の
提供を行うことを目的とする。

事業の目的・方針 お客様が要介護状態となった場合においても、利用者が可能な限りその居宅において、そ
の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮して事業を行う。

お客様の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、お客様自らの選択に基づき適切
な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供され
るよう配慮して行う。 

お客様の意思及び人格を尊重し、常にお客様の立場に立って、お客様に提供される居宅
サービス等が特定の種類または特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよ
う、公正中立に行う。 事業を行うにあたっては、お客様の所在する市町村、在宅介護支援セ
ンター、 地域包括支援センター、他の居宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努め
る。

3．当事業所の従業員について
①　当事業所の従業員は次のとおりです。

職種 員数 業務内容 勤務体制
管理者

主任介護支援専門員
１名 所属職員を指導監査し、適切な事業の運営が

行われるように統括します。
常　勤　　　1 名

介護支援専門員 2 名以上
一定の知識や技術を有し、ケアマネジメント
を適切かつ円滑に行う。 常 勤　　　2 名以上

②　お客様に居宅介護支援を提供する当事業所の従業員は、身分証明書を携帯し、初回訪問時及び
お客様やご家族様から求められた際は、いつでも提示をします。



4．サービス内容、提供方法
お客様に対しては、次のサービスを、指定の時間帯に応じて提供します。
お客様の相談を受ける事業所の場所はスマイルライフ１階相談室とします。

サービス種類 サービス内容
課題分析の実施 お客様の日常生活の能力、既に受けているサービス、介護者の状況等の環境等

の評価を通じて問題点を明らかにし、出来うる限り自立した生活を営むことが
できるように支援する上で解決すべき課題を適切な方法で把握します。

居宅を訪問してのアセス
メント

解決すべき課題の把握(アセスメント)に当たっては、原則としてお客様の居宅
を訪問し、お客様・ご家族等)に面接して行います。

居宅サービス計画原案の
作成

お客様、ご家族の希望、アセスメント結果に基づき、地域のサービス提供体制を
勘案して、解決すべき課題に対応するための最も適切なサービスの組合せを検
討し、サービスの目標、時期、内容を記載して作成します。

サービス担当者会議等に
よる専門的意見の聴取

原則として、サービス担当者会議により利用者の状況等に関する情報を担当者
と共に共有するとともに、居宅サービス計画原案について専門的な見地から意
見を求めます。(やむ得ない理由がある場合は、照会等により意見を求めること
ができます)。

居宅サービス計画の説明
及び同意

原案での各サービスの保険対象・対象外を区分した上で、内容をお客様・ご家
族に説明し、文書により同意を得ます。

居宅サービス計画の交付 同意を得た居宅サービス計画をお客様・担当者に交付します
実施状況の把握 計画の実施状況の把握(利用者についての継続的なアセスメントを含む)を行

い、必要に応じて計画の変更や事業者等との連絡調整を行う。
居宅を訪問してのモニタ
リング

実施状況の把握(モニタリング)に当たっては、お客様・ご家族や事業者等との
連絡を継続的に行う。お客様側に特に事情のない限り、少なくとも月 1回はお
客様の居宅を訪問して面談するとともに、1 月に 1回はモニタリングの結果を
記録します。
また、下記の条件を満たす場合には、少なくとも 2 月に 1回はお客様の居宅を
訪問して面談させていただきます。モニタリング結果は１月に 1回記録しま
す。
＊お客様の同意を得ること。
＊サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治医、担当者そ

の他の関係者の合意を得ていること。
＊お客様の状態が安定していること。
＊お客様がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族の 　 

サポートがある場合も含む）。
＊テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報に 　つい

て、他のサービス事業者との連携により情報を収集すること。
計画の変更についての専
門的意見の聴取

更新認定や変更認定の場合、原則としてサービス担当者会議により計画変更の
必要性について専門的見地から意見を求めます(やむを得ない理由がある場合
は照会等により意見を求めることができます)。

※　留意事項
　サービス提供の事故やトラブルを避けるため、次の事項のご留意下さい。
①介護支援専門員は、年金の管理、金銭の貸借などの金銭の取り扱いは出来ません。
②介護支援専門員は、お客様・ご家族(介護者)のために法令に基づく居宅介護支援を行う事とされてい

ます。それ以外の業務は行う事が出来ません。ご了承下さい。
③介護支援専門員への贈り物は、ご遠慮させていただきます。
④介護保険法及び関係法令に反するサービス提供はお断りいたします。



5．サービス利用に関する留意事項
当事業所の職員は、お客様に対するサービス提供にあたって、次に該当する行為は行いません。　　
①利用者もしくはご家族からの物品等の受領
②飲酒及び喫煙
③利用者もしくはご家族に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動
④その他利用者もしくはご家族に行う迷惑行為
⑤当事業所の職員の運転する車両への同乗

6．お客様の居宅への訪問頻度の目安
お客様の要介護認定有効期間中、少なくとも 1 月に１回、ご自宅にお伺いします。ただし、4項　居宅を訪問

してのモニタリング　に記載のある条件を満たす場合には、少なくとも 2 月に 1回、ご自宅にお伺いします。

7．虐待防止に資する対応 
虐待の防止について事業者はお客様等の人権の擁護・虐待の防止等のために次に掲げるとおり必要な措
置を講じます。 従業者による虐待防止の為、発生又はその再発防止の為の委員会を設置し指針整備や研
修を実施しています。成年後見制度の利用を支援します。
虐待防止に関する責任者を選定しています。 虐待防止に関する委員長 神山　多佳子

8.　感染症の予防及び蔓延防止対策に資する対応
感染症発生防止について事業者は感染症防止対策委員会を設置し指針整備や研修を実施しています。
感染症対策に関する責任者を選定しています。感染症防止に関する委員長　大向　優子

9.　業務継続対策に資する対応
    非常災害や感染症が発生した場合であっても必要な介護サービスを継続的に提供できる体制、及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計画に関する責任者を選定し業務継続計画委員会を設置し指針整
備や研修を実施しています。

　　業務継続対策に関する責任者を選定しています。業務継続計画に関する委員長　神山　多佳子

10.　ハラスメント対策に資する対応
介護サービス事業者の適切なハラスメント対策を強化する観点から、全ての介護サービス事業者に、男女
雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、ハラスメント対策とし
て必要な措置を講ずることを義務づけられており、併せて、カスタマーハラスメントについては、その防
止のための方針の明確化等の必要な措置を講じます。
ハラスメント対策に関する責任者を選定しています。ハラスメントに関する委員長　原田　真　

11.　身体拘束等の適正化
　　お客様、ご家族様の生命・身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束を行ってはなら

ないこととし、身体的拘束等を行う際は、その様態、時間、緊急やむを得ない理由を記録いたします。

12.　反社会的勢力への対応
　　弊社はいかなる時であっても暴力団等の支配は受けません。

13．サービス利用料金について　
①法定代理受領ができる場合は介護保険から全額給付されますので自己負担はありません。
②保険料滞納等により法定代理受領ができない場合、介護報酬の定める通り下記の金額を頂き、当事業

所からサービス提供証明書を発行致します。このサービス提供証明書を後日お住まいの地域の介護保険
窓口に提出しますと全額払い戻しが受けられます。



居宅介護支援費  ( )Ⅰ  取扱件数      45      件未満  
要介護 1・2　1086単位/月　　要介護 3・4・5　1411単位/月

加算
＊特定事業所加算

支援困難なケースに対しての積極的な対応や専門性の高い人材の確保、質の高いケアマネジメント等
を実施している事業所を評価し、地域における居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上を
目的とした加算です。職員数や所持資格の違いにより、以下の（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）、（Ａ）の区分となります。

（Ⅰ）519単位/月
（Ⅱ）421単位/月
（Ⅲ）323単位/月
（Ａ）114単位/月
＊特定事業所医療介護連携加算　125単位／月
　特定事業所加算　上記（I）～（Ⅲ）のいずれかを算定しており、前々年度の 3 月から前年度の 2 月　 

までの間において、退院・退所加算の算定に係る回数（情報の提供を受けた回数）の合計や、前々年度
の 3 月から前年度の 2 月までの間において、ターミナルケアマネジメント加算を規定回以上算定した
場合。
＊初回加算　300単位/月　　
新規に居宅サービス計画を作成する場合 要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を
作成する場合、 要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合
＊入院時情報連携加算

( ) 250Ⅰ 単位/月　
　お客様が病院・診療所に入院した日のうちに（入院日以前の情報提供も含む）病院・診療所の職員に

対し、お客様の必要な情報を提供している場合。営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合
は、入院日の翌日を含む。
( )200Ⅱ 単位/月

  お客様が病院・診療所に入院後 3 日以内に病院・診療所の職員に対し、お客様の必要な情報を提供した
場合。営業終了時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算して 3 日目が営業日でない場合
は、その翌日を含む。
＊退院・退所加算　

( )Ⅰ イ　450単位
病院の職員からの情報収集をカンファレンス以外の方法により、1回行っている場合。

( )Ⅰ ロ  600単位
　　病院等の職員からの情報収集をカンファレンスにより、1回行っている場合。
( )Ⅱ イ　600単位
　　病院等の職員からの情報収集をカンファレンス以外の方法により、2回以上行っている場合。
( )Ⅱ ロ　750単位
　 病院等の職員からの情報収集を 2回行っている場合で、内 1回以上はカンファレンスによる場合。

（Ⅲ）900単位
　　　　 病院等の職員からの情報収集を 3回以上行っている場合で、うち 1回以上はカンファレンスによ

る場合
＊通院時情報連携加算　50単位/月 
＊ターミナルケアマネジメント加算　400単位
　在宅死亡の末期の悪性腫瘍の利用者に対し２４時間連絡体制を整備し必要に応じ居宅介護支援を提 

供した場合
＊緊急時居宅カンファレンス加算　１回につき 200単位、１ヶ月に 2回を限度
病院等の求めにより、病院等の職員と居宅を訪問しカンファレンスを行いサービス等の利用調整した
場合
＊介護職員等処遇改善加算　介護職員等処遇改善加算を除く総報酬単位数に 2.1%の加算率を乗じて算定さ

れた額。

14．その他の費用について

https://kaigokeiei.com/care_reward/ijmy1s-pma07
https://kaigokeiei.com/care_reward/ud51cblk0fa


　　交通費
　　  お客様の自宅が、サービス提供範囲外の場合、交通費の実費の請求を可能とします。
　　  車の場合は 1ｋｍあたり 20円とします。 

15. 事業所の責務について
①居宅介護支援の記録について

　　 お客様に提供したサービスの記録は、作成完了後５年間は適正に保管し、お客様が希望される場合には、
当センターにて定めた居宅介護支援記録の開示に関する管理規定に沿って開示いたします。記録につい
ては、お客様とそのご家族に限り、閲覧及び写しの交付が可能です。

②秘密保持と個人情報の保護について
　　　当事業所及び従業員がサービスを提供する際に、お客様やご家族に関して知り得た情報については、契

約期間中はもとより契約終了後も正当な理由なく第三者に漏らしません。ただし、円滑かつ一体的な
サービスを提供するために、サービス担当者会議等で、お客様もしくはご家族の情報を使用する場合が
あります。この場合には、あらかじめお客様もしくはご家族に説明し、同意を得た上で使用します。同意
を得た場合は、同意書に署名をいただきます。

　    なお、お客様のご家族からの希望があった場合には、お客様に連絡するのと同様の通知をご家族に行うこ
とも可能です。

③賠償責任について
　　（１）居宅介護支援について介護保険法、人員及び運営に関する基準等に照らし、事業所に責のある場合は

事業所はお客様にその損害を賠償いたします。
　　（２）当事業所は東京海上日動事業活動包括保険に加入しています。内容詳細についてお知りになりたい

場合は、当事業所責任者までご連絡下さい。

④事業計画及び財務内容の閲覧について
　　　　閲覧希望の方は、当社規定に従って閲覧していただくことが可能です。

16.緊急時の対応について
　　生命・身体・財産にかかる事案で緊急性が高い場合には、関係法令等と照らし、緊急時対応をとる場合

があります。この場合、行政、医療、警察等にすみやかに連絡し対応を図ります。
　　なお、この場合、ご家族への連絡がやむを得ず、緊急対応後になる場合がありますが、できる限り速やかに

連絡を行います。

17.相談・苦情窓口
　  次のことについて、ご相談や苦情などがございましたら、当事業所の窓口まで遠慮なくお申し出下さい。

ケアプランセンター
スマイルライフ

小野市片山町１４７５－１
【電話】　　　０７９４－６３－２７００
【FAX】　　　 ０７９４－６３－２７０１　
【営業時間】　月曜日～金曜日　８：３０～１７：１５

【担当責任者名】　神山　多佳子

兵庫県国民健康保険団体連合会
神戸市中央区三ノ宮町 1丁目９－１－１８０１
【電話】　　　０７８－３３２－５６１７
【FAX】　　 　０７８－３３２－５６５０
【受付時間】　９：００～１７：１５



小野市役所
市民福祉部
高齢介護課
介護保険係

兵庫県小野市中島町５３１
【電話】　　　０７９４－６３－１５０９
【FAX】　　 　０７９４－６４－２７３５
【受付時間】　８：４５～１７：１５ 
　　　　　　　（土、日、年末年始を除く）

18.契約の解約について
①お客様からの契約の解約について

　　（１）お客様は当事業所に対し、この契約を解約することができます。この場合の解約料は無料です。
　　

（２）次の場合は、お客様は事業者に申し出を行うことによって、この契約をいつでも解約すること
ができます。この場合も解約料は無料です。

　　　　　ア）事業者が正当な理由なしに居宅介護支援を行わない場合。
　　　　　イ）事業者が守秘義務に反した場合。
　　　　　ウ）事業者がお客様やそのご家族様に対して契約を継続しがたいほど重大な社会通念を逸脱する

行為を行った場合。
　　　　　エ）事業者が破産等により、居宅介護支援の提供を正常に行い得ない状況に陥った場合。
　　　　　オ）お客様の緊急入院等、やむを得ない場合。
　　
②事業所からの契約の解約について

　　（１）当事業所は、事業の廃止や縮小によりサービスの提供が困難となった場合など、やむを得な
　　　い事情がある場合お客様に対して契約終了日の１ヶ月前までに理由を示した文書でお知らせするこ

とにより契約を解約することができます。この場合、当事業所は他の事業所に関する情報をお伝え
するなど、お客様が続けて滞りなく介護保険を利用してサービスを受けることができるように支援し
ます。但し、次の場合には、１ケ月以上の事前申し出期間なしに、この契約を解約することができま
す。その場合は解約する理由を示した文書をお客様にお渡しします

ア）お客様、ご家族が利用サービスの利用料金を滞納し、サービス利用が困難となり通常の居宅  
介護支援が困難である場合。

イ）お客様もしくはそのご家族による、契約を継続しがたい行為により円滑なサービス提供ができ
なくなる場合。例えば介護保険法及び関連法令、民法、刑法等に触れる行為をされた場合。

ウ）お客様やご家族が故意に不実を告げたり、病状等を故意に告げなかったりした為、円滑
なサービス提供できない場合。

（２）次の場合は、お客様やご家族様、事業所との協議の下、利用停止 3ヶ月（90 日間）をめどに解
約することができます。

　　　　　ア）長期療養を必要とする入院等をした場合。

19．契約の終了
次の場合には、自動的に契約は終了します。
①お客様が介護保険施設に入所された場合。
②お客様が特定施設入所者生活介護、認知症対応型共同生活介護の受給を開始された場合。
③お客様が身体障害者療養施設等の介護保険の被保険者としての資格を失う施設へ入所された場合。
④お客様の認定区分が要支援もしくは自立と認定された場合。
⑤お客様が当事業所の営業ができないほど遠方へ転居された場合。
⑥お客様がお亡くなりになられた場合。

20.実習生の受け入れ
当事業所では介護支援専門員実務者研修における実習生の受け入れを行っています。そのため訪問や



サービス担当者会議等に同席させていただく場合があります。その際は事前に了承いただけるかどうか
の是非をお伺い致します。

　


	1.当事業所の法人概要について

